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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年１月期中間期 9,109 △5.7 523 65.5 545 31.9 256 32.9

2024年１月期中間期 9,656 8.6 316 － 413 101.6 193 －

（注）包括利益 2025年１月期中間期 106百万円（△1.2％） 2024年１月期中間期 107百万円（－％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2025年１月期中間期 5.84 5.79

2024年１月期中間期 4.21 4.11

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年１月期中間期 11,448 4,457 38.9

2024年１月期 11,888 5,533 46.5

（参考）自己資本 2025年１月期中間期 4,448百万円 2024年１月期 5,525百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年１月期 － 0.00 － 4.00 4.00

2025年１月期 － 0.00

2025年１月期（予想） － 5.00 5.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 20,000 0.1 1,600 81.6 1,400 24.7 750 123.6 16.32

１．2025年１月期第２四半期（中間期）の連結業績（2024年２月１日～2024年７月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2025年１月期の連結業績予想（2024年２月１日～2025年１月31日）

（注１）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注２）当社は、年次での業績管理を行っておりますので、第２四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略していま

す。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年１月期中間期 43,059,482株 2024年１月期 45,966,382株

②  期末自己株式数 2025年１月期中間期 －株 2024年１月期 －株

③  期中平均株式数（中間期） 2025年１月期中間期 43,905,997株 2024年１月期中間期 45,866,382株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名）

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料11ページ「２.中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注

記事項（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：無

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注事項については、添付資料６ページ「１．当中間決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来

予測情報に関する説明」をご覧ください。
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2024年１月期

中間

連結会計期間

(自2023年２月１日

　至2023年７月31日)

2025年１月期

中間

連結会計期間

(自2024年２月１日

　至2024年７月31日)

増減 増減率

売上高 9,656,688 9,109,429 △547,259 △5.7%

売上総利益 4,871,726 4,810,510 △61,216 △1.3%

販売費及び一般管理費 4,555,206 4,286,784 △268,422 △5.9%

営業利益 316,519 523,725 207,206 65.5%

経常利益 413,752 545,910 132,157 31.9%

税金等調整前中間純利益 423,627 502,261 78,634 18.6%

親会社株主に帰属する中間純利益 193,053 256,595 63,542 32.9%

１．当中間決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当中間連結会計期間における我が国経済は、社会活動の正常化や雇用・所得環境の改善、訪日観光客の増加など

により、緩やかな回復傾向がみられました。一方で、政策金利上昇に端を発した円安トレンドからの急速な転換、

長期化するロシア・ウクライナ情勢や中東情勢の緊迫化等の不安定な国際情勢や中国経済の減速による景気への影

響が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　当社の属するアパレル業界においても、原材料費、物流費、電力料の高騰等、厳しい経営環境が続いており、訪

日外国人観光客の回復によるインバウンド消費は増加傾向にあるものの、物価上昇に対する節約志向の高まり等か

ら、慎重な購買行動が続いている状況にあります。

　このような状況の下で、当社は、企業理念「日本発を世界へ」に基づき、2024年３月に公表した2028年１月期を

最終年度とする中期経営計画達成に向けて、①人材組織強化、②実店舗強化、③ＥＣ強化、④商品力強化、⑤海外

事業強化、⑥Ｍ＆Ａを推進してまいります。中期経営計画初年度である2025年１月期においては、翌期以降の成長

フェーズに向けた収益基盤の更なる盤石化を図るべく、日本国内の出店を再開し実店舗の販路を拡大、クーポン施

策等による値引きの買い得感ではなく、本質的な商品価値で販売できるＥＣ事業への構造改革、中国事業において

は一級都市へのエリアと資源の集中による構造改革を推進し、また、成長投資として海外展開の拡大、新業態開

発、営業力強化と労働生産性を向上させ、最高益の実現を目指しております。

 ①　経営成績の状況

(連結経営成績)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

（売上高）

　ＥＣ事業及び中国事業の構造改革による減収を実店舗の増収でカバーできず、当中間連結会計期間における

売上高は9,109,429千円（前年同期比5.7％減）となりました。

　日本事業では、実店舗は前年同期比10.9%増、ＥＣでは前年同期比39.4%減となりました。実店舗の業態別で

は対前年同期比でＳＴＵＤＩＯＵＳ業態9.8%増、ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態9.9%増、ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯ

ＫＹＯ業態11.3%増、ＴＨＥ　ＴＯＫＹＯ業態21.8%増、Ａ+　ＴＯＫＹＯ業態6.9%増となりました。実店舗の成

長は旺盛なインバウンド消費により既存店舗が伸長したことによります。一方、気候変動の変化に従来のシー

ズンＭＤがフィットしなくなっており、６月,７月の猛暑期間において気候に対応した商品の品揃えが充実でき

ず売上高を落としてしまいました。一方ＥＣ事業はＳＴＵＤＩＯＵＳ業態33.1%減、ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ

業態52.9%減、ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ業態50.4%減、ＴＨＥ　ＴＯＫＹＯ業態64.3%増、Ａ＋　ＴＯＫＹＯ業

態60.3%減となりました。ＥＣでは今期構造改革を推し進めており、クーポンやタイムセールといった従来の値

引き常態化からの脱却をはかり、クオリティーとユーザビリティを高めプロパー価格で販売できる構造を構築

しております。

　また中国事業においては、不採算店舗の撤退を推し進めていることで当中間期末の店舗数は８店舗となり、

前年同期で店舗数が９店舗減少したことで売上高前期比は35.5%減となっておりますが、既存店売上前年比は

10.7%増となっております。中国経済においては、深刻な不動産不況や景気の先行き不安から、消費意欲の低

迷、節約志向の高まりといった行動変化が見られ消費減退の側面が強くなっております。当社事業においても

少なからず影響を受けております。

（売上総利益）

　売上総利益は売上高の減少に伴い減少いたしました。一方で売上総利益率は52.8％（前年同期比2.4ポイント
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増）となりました。結果、当中間連結会計期間における売上総利益は4,810,510千円（前年同期比1.3％減）と

なりました。

　売上総利益率においては、自社オリジナル業態（ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ、ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ、

Ａ＋　ＴＯＫＹＯ）を中心にプライシング設計の見直しをはかったこと、ＥＣ構造改革にてＥＣでの値引き常

態化を廃止したこと、およびプロパー販売の強化施策と気候変動により夏場が長くなっている事から従来７月

に執り行っていたセールを実施しなかった事によります。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

　日本国内の従業員の処遇改善による人件費及び実店舗の売上増加に伴い地代家賃、支払手数料が増加したも

のの、ＥＣの売上減少に伴う販売手数料及び中国本土の不採算店舗の退店により減価償却費、業務委託費が減

少し、売上高販管費比率は47.1％（前年同期比0.1ポイント減）となりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間における販売費及び一般管理費は4,286,784千円（前年同期比5.9%減）、営

業利益は523,725千円（前年同期比65.5%増）となりました。

（営業外損益、経常利益）

　営業外収益は前中間連結会計期間に比較して77,814千円減少し、39,416千円となりました。主な要因は為替

差益の減少によるものです。

　営業外費用は前中間連結会計期間に比較して2,766千円減少し、17,232千円となりました。主な要因は支払利

息の減少によるものです。

　以上の結果、当中間連結会計期間における経常利益は545,910千円（前年同期比31.9％増）となりました。

（特別損益、税金等調整前中間純利益、親会社株主に帰属する中間純利益）

　特別利益は、前中間連結会計期間に比較して35,138千円減少となり、当中間連結会計期間での計上はござい

ません。主な要因は、前中間連結会計期間に中国現地法人の前々期連結会計年度に計上した店舗解約損失の支

払額を商業施設側との交渉により減額したことによる債務勘定整理益によるものです。

　特別損失は、前中間連結会計期間に比較して18,384千円増加し、43,648千円となりました。主な要因は中国

現地法人の減損損失、店舗解約損失によるものです。

　以上の結果、税金等調整前中間純利益は502,261千円（前年同期比18.6％増）、親会社株主に帰属する中間純

利益は256,595千円（前年同期比32.9％増）となりました。
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2025年１月期

中間

連結会計期間

(自2024年２月１日

　至2024年７月31日)

前年同期比

(増減率)

ＳＴＵＤＩＯＵＳ 4,196,799 △4.1％

ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ 2,330,722 △14.9％

ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ 1,505,786 △11.6％

Ａ＋　ＴＯＫＹＯ 355,342 △7.2％

ＴＨＥ　ＴＯＫＹＯ 789,955 31.8％

その他 △69,177 △52.4％

全社合計 9,109,429 △5.7％

2025年１月期

中間

連結会計期間

(自2024年２月１日

　至2024年７月31日)

ＳＴＵＤＩＯＵＳ 100.1％

ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ 86.6％

ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ 93.2％

Ａ＋　ＴＯＫＹＯ 89.6％

ＴＨＥ　ＴＯＫＹＯ 129.8％

全社合計 96.7％

(補足情報)

Ⅰ.業態別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）「その他」は売上高に与える収益認識基準の影響額等となっております。

Ⅱ.業態別売上高既存店前年同期比
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業態

2024年１月期

連結会計

年度末

2025年１月期

中間

連結会計期間

2025年１月期

中間連結会計

期間末
出店 退店 増減 (改装)

ＳＴＵＤＩＯＵＳ 39 2 3 △1 (2) 38

ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ 17 1 1 17

ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ 15 2 △2 13

Ａ＋　ＴＯＫＹＯ 6 6

ＴＨＥ　ＴＯＫＹＯ 6 6

全社合計 83 3 6 △3 (2) 80

Ⅲ.出退店及び店舗数

　2025年１月期中間連結会計期間における店舗展開については以下のとおりです。

■ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態

　「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ　新宿店」を改装

　「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ　有楽町店」を改装

　「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　香港店」を移転改装

　「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　北京西単店」を退店

　「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　２ｎｄ　上海新天地店」を出店（「ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ　上海新天地店」から業態移転）

　「ＹＯＨＪＩ　ＹＡＭＡＭＯＴＯ　ＳＴＯＲＥ　寧波店」を退店

■ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態

　「ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　なんばシティ店」を出店

　「ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　上海新天地店」を退店

■ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ業態

　「ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ　北京三里屯店」を退店

　「ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ　上海新天地店」を退店（「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　２ｎｄ　上海新天地店」へ業態移転）

　この結果、2025年１月期中間連結会計期間末における店舗数は、ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態が38店舗（内、ＥＣが３

店舗）、ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態が17店舗（内、ＥＣが２店舗）、ＰＵＢＬＩＣ　ＴＯＫＹＯ業態が13店舗

（内、ＥＣが２店舗）、Ａ＋　ＴＯＫＹＯ業態が６店舗（内、ＥＣが２店舗）、ＴＨＥ　ＴＯＫＹＯ業態が６店舗

（内、ＥＣが２店舗）の合計80店舗となりました。

　なお、実店舗は全69店舗となり、国内58店舗、海外11店舗となりました。

（注）１.連結対象である東百国際貿易（上海）有限公司の中間決算期末は６月であり、当社の中間決算期末の７月

とは１ヶ月間異なりますが、それぞれの中間決算期末に合わせて出退店及び店舗数を記載しております。

なお、東百国際貿易（上海）有限公司の2024年７月の出退店はＳＴＵＤＩＯＵＳ　深圳万象天地店が退店

しております。

２.非連結子会社であるＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，Ｉｎｃ．のＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＮＥＷ　

ＹＯＲＫ店は含めておりません。

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して440,000千円減少し、11,448,136千

円となりました。これは主として、長期貸付金が150,000千円増加した一方で、現金及び預金が335,007千円、

商品が122,884千円、有形固定資産が158,204千円減少したことによるものです。

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比較して636,156千円増加し、6,990,636千

円となりました。これは主として、１年内返済予定の長期借入金が408,379千円、長期借入金が482,944千円増

加した一方で、買掛金が85,719千円、未払法人税等が117,693千円、長期リース債務が58,607千円減少したこと

によるものです。
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（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比較して1,076,157千円減少し、

4,457,499千円となりました。これは主として、利益剰余金が親会社株主に帰属する中間純利益により256,595

千円増加した一方で、自己株式の消却により999,973千円、配当金の支払により183,865千円、為替換算調整勘

定が150,037千円減少したことによるものです。

②キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、前連結会計年度末から335,007千

円減少し、3,828,358千円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次

のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、413,610千円となりました。

　収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益の計上502,261千円、減価償却費273,087千円、売上債権の減少額

58,818千円、棚卸資産の減少額180,841千円、未払費用の増加額44,284千円、支出の主な内訳は、仕入債務の減少

額374,371千円、法人税等の支払額356,798千円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動の結果支出した資金は、351,500千円となりました。

　支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出107,040千円、差入保証金の差入による支出69,646千円、関

係会社貸付による支出150,000千円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動の結果支出した資金は、416,429千円となりました。

　支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出708,676千円、配当金の支払額183,405千円、自己株式の取得に

よる支出1,000,973千円、収入の主な内訳は、長期借入れによる収入1,600,000千円であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想については2024年３月18日の「2024年１月期　決算短信」で公表いたしました通期の連結業績

予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（2024年７月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,163,366 3,828,358

売掛金 1,046,295 993,423

商品 3,123,325 3,000,441

その他 345,847 350,657

流動資産合計 8,678,834 8,172,881

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,348,649 1,280,169

工具、器具及び備品（純額） 57,270 56,906

建設仮勘定 8,173 15,277

使用権資産（純額） 307,530 211,065

有形固定資産合計 1,721,622 1,563,418

無形固定資産

ソフトウエア 37,726 29,546

無形固定資産合計 37,726 29,546

投資その他の資産

繰延税金資産 140,531 140,531

差入保証金 1,280,225 1,320,293

長期貸付金 － 150,000

その他 29,196 71,466

投資その他の資産合計 1,449,953 1,682,290

固定資産合計 3,209,302 3,275,255

資産合計 11,888,137 11,448,136

負債の部

流動負債

買掛金 717,929 632,210

短期借入金 900,000 900,000

１年内返済予定の長期借入金 1,361,796 1,770,175

未払費用 338,019 383,260

未払法人税等 390,259 272,565

リース債務 199,696 151,120

契約負債 78,161 59,454

賞与引当金 71,361 65,324

その他 272,466 319,027

流動負債合計 4,329,691 4,553,139

固定負債

長期借入金 1,852,165 2,335,110

リース債務 130,766 72,159

資産除去債務 41,855 30,227

固定負債合計 2,024,788 2,437,497

負債合計 6,354,480 6,990,636

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年１月31日）

当中間連結会計期間
（2024年７月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 576,337 576,337

資本剰余金 560,337 560,337

利益剰余金 4,470,408 3,543,165

株主資本合計 5,607,084 4,679,841

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △81,127 △231,164

その他の包括利益累計額合計 △81,127 △231,164

新株予約権 7,700 8,823

純資産合計 5,533,657 4,457,499

負債純資産合計 11,888,137 11,448,136
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年７月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

売上高 9,656,688 9,109,429

売上原価 4,784,962 4,298,919

売上総利益 4,871,726 4,810,510

販売費及び一般管理費 4,555,206 4,286,784

営業利益 316,519 523,725

営業外収益

受取利息 97 182

助成金収入 8,122 4,275

為替差益 102,577 31,704

その他 6,433 3,254

営業外収益合計 117,231 39,416

営業外費用

支払利息 19,301 14,400

支払手数料 － 2,224

その他 697 606

営業外費用合計 19,998 17,232

経常利益 413,752 545,910

特別利益

債務勘定整理益 35,138 －

特別利益合計 35,138 －

特別損失

減損損失 25,264 23,632

店舗解約損失 － 20,016

特別損失合計 25,264 43,648

税金等調整前中間純利益 423,627 502,261

法人税等 230,573 245,665

中間純利益 193,053 256,595

親会社株主に帰属する中間純利益 193,053 256,595

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）

（中間連結会計期間）
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年７月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

中間純利益 193,053 256,595

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △85,187 △150,037

その他の包括利益合計 △85,187 △150,037

中間包括利益 107,866 106,558

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 107,866 106,558

非支配株主に係る中間包括利益 － －

（中間連結包括利益計算書）

（中間連結会計期間）
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年７月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 423,627 502,261

減価償却費 535,850 273,087

ソフトウエア償却費 14,580 8,784

債務勘定整理益 △35,138 －

減損損失 25,264 23,632

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,544 △6,146

受取利息及び受取配当金 △97 △212

支払利息 19,301 14,400

売上債権の増減額（△は増加） 15,366 58,818

棚卸資産の増減額（△は増加） 85,125 180,841

仕入債務の増減額（△は減少） △389,662 △374,371

未払費用の増減額（△は減少） △35,567 44,284

その他 △180,292 79,241

小計 475,812 804,622

利息及び配当金の受取額 97 187

利息の支払額 △19,289 △14,385

店舗解約に伴う違約金の支払額 △16,202 △20,016

法人税等の支払額 △166,962 △356,798

営業活動によるキャッシュ・フロー 273,455 413,610

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △80,147 △107,040

資産除去債務の履行による支出 △36,765 △20,587

差入保証金の差入による支出 △10,971 △69,646

差入保証金の回収による収入 20,780 45,274

関係会社株式の取得による支出 － △46,521

関係会社貸付けによる支出 － △150,000

その他 △20,871 △2,979

投資活動によるキャッシュ・フロー △127,974 △351,500

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,100,000 1,600,000

長期借入金の返済による支出 △436,515 △708,676

リース債務の返済による支出 △309,443 △123,048

配当金の支払額 △91,445 △183,405

自己株式の取得による支出 － △1,000,973

その他 － △325

財務活動によるキャッシュ・フロー 262,595 △416,429

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,425 19,310

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 417,501 △335,007

現金及び現金同等物の期首残高 2,504,646 4,163,366

現金及び現金同等物の中間期末残高 2,922,147 3,828,358

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

- 11 -

㈱ＴＯＫＹＯ ＢＡＳＥ　(3415)　2025年１月期　第２四半期（中間期）決算短信



（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、2024年３月18日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,906,900株を取得しております。また2024年

３月28日付で自己株式2,906,900株の消却を実施しております。この結果、当中間連結会計期間において利益剰余

金が999,973千円減少し、当中間連結会計期間末において利益剰余金が3,543,165千円となっております。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積もり、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年２月１日　至　2023年７月31日）

　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年２月１日　至　2024年７月31日）

　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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